
新旧対照表２

通番 種別 編 章 該当部分 修正内容 備考 提案者

1 防災計画 Ⅰ共通 1 Ⅰ 1 3 第３節　計画の見直し

以下のとおり修正：
この計画は～また、平成23 年3 月11 日に発生した東日本大震災は、マグニ
チュード9.0 という国内観測史上最大の規模となる地震により、東日本各地に
未曾有の被害をもたらしたところである。
今回の地震を踏まえ、近い将来南海トラフ地震の発生により大規模な被害が
予想されている市においても、従来の防災対策を見直す大きな転機としなけれ
ばならない。
↓
この計画は～また、平成23 年3 月11 日に発生した東日本大震災は、マグニ
チュード9.0 という国内観測史上最大の規模となる地震により、東日本各地に
未曾有の被害をもたらしたところである。
近年熊本地震や能登半島地震など大きな被害をもたらす字地震が発生してお
り、近い将来南海トラフ地震の発生により大規模な被害が予想されている市に
おいても、従来の防災対策を見直す大きな転機としなければならない。

表現の修正 危機管理課

2 防災計画 Ⅰ共通 2 Ⅰ 2 10
第２　地震災害誘因
　（２）　地震推計

以下のとおり修正：
震度6弱 約6.9km2(2.1)
震度6強 約2.8 km2(0.5)
震度7   約0.7km2(0.03)
↓
震度6弱 約6.9万km2(2.1)
震度6強 約2.8万km2(0.5)
震度7   約0.7万km2(0.03)

誤記 彦根地方気象台

3 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 3 6
第１　重点施策
　第３　災害に強いシステムづくりにおける重点施策
　（７）風水害時における情報伝達及び避難システムの構築

以下の通り修正：
流加能力
↓
流下能力

誤記 彦根地方気象台

4 防災計画 Ⅰ共通 4 Ⅰ 4 10
第５節　施設等の整備
　第１　防災拠点の整備

担当課に「○医療政策室」を追加

市立医療機関を「医療救護拠
点」として位置付けするのは分
かるが、市の医療救護活動を
統括するのは医療政策室であ
るべき。

信楽中央病院

5 防災計画 Ⅰ共通 4 Ⅰ 4 10
第５節　施設等の整備
　第１　防災拠点の整備

以下のとおり修正：
観光企画推進課
↓
○観光企画推進課

誤記 危機管理課

6 防災計画 Ⅰ共通 4 Ⅰ 4 14
第６　農林水産物被害の軽減
　２．事業計画

以下のとおり修正：
(2) 家畜伝染病の発生予防及びまん延防止対策
市は、県が市農業団体の関係職員や獣医師等に対して実施する技術指導に
ついて支援し、普及啓発を図る。
↓
(2) 家畜伝染病の発生予防及びまん延防止対策
市は、県が市内農業団体の関係職員や獣医師等に対して実施する技術指導
について支援し、普及啓発を図る。

誤記 農業振興課

7 防災計画 Ⅰ共通 5 Ⅰ 5 2
第１節　防災意識の啓発（防災知識普及計画）
　第１　市民に対する防災知識の普及・啓発
　１．普及・啓発すべき内容

以下のとおり修正：
・火災の防止
↓
・火災の予防

消防法に準じて修正 甲賀広域行政組合消防本部

8 防災計画 Ⅰ共通 5 Ⅰ 5 12
第３節　災害ボランティア
　第３　災害ボランティアの育成
　１．コーディネーター等人材養成と災害時活動の研修

以下のとおり修正：
市は、災害ボランティアやボランティア関係団体、事業所と連携し、災害時には
被災地の状況に効果的に対応し、必要な活動システムを組み立てる資質を持
つ、専門性の高いコーディネーターを養成する。
↓
市は、災害ボランティアやボランティア関係団体、事業所と連携し、災害時には
被災地の状況に効果的に対応し、必要な活動システムを組み立てることができ
る資質を持つ、専門性の高いコーディネーターを養成する。

表現の修正 地域共生社会推進課

頁
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9 防災計画 Ⅰ共通 5 Ⅰ 5 15

第４節　避難行動要支援者の災害予防計画
　第１　避難行動要支援者の災害予防計画
　３．避難行動要支援者対策
　（３）　個別避難計画の作成

以下のとおり修正：
市は、「災害時要支援者避難支援計画（全体計画）」をもとに、関係機関・団体
等と連携して個別避難計画作成ガイドラインに基づき、区長・自治会長を中心
に、民生委員・児童委員の協力のもと、避難行動要支援者同意者名簿に掲載
している避難行動要支援者一人ひとりの個別避難計画を作成するよう努めるも
のとする。
↓
市は、「災害時要支援者避難支援計画（全体計画）」をもとに、関係機関・団体
等と連携して個別避難計画作成ガイドラインに基づき、区長・自治会長、民生
委員・児童委員、防災士等が、避難行動要支援者同意者名簿に掲載している
避難行動要支援者一人ひとりの個別避難計画を作成するよう努めるものとす
る。また、ハイリスク者について、ケアマネージャー等の福祉専門職が作成す
る。

表現の修正 地域共生社会推進課

10 防災計画 Ⅰ共通 5 Ⅰ 5 16

第４節　避難行動要支援者の災害予防計画
　第１　避難行動要支援者の災害予防計画
　３．避難行動要支援者対策
　（３）　個別避難計画の作成

以下のとおり修正：
エ 個別避難計画の提供に関すること
市は、災害の発生に備え～支援者・協力員及びの同意が得られない場合は、
この限りでない。その際～、情報漏洩防止のためも必要な措置を講じるよう求
めること、～災害時については、災害により避難行動要支援者～同意を要しな
いこととする。
↓
エ 個別避難計画の提供に関すること
市は、災害の発生に備え～支援者・協力員の同意が得られない場合は、この
限りでない。その際～、情報漏洩防止のための必要な措置を講じるよう求める
こと、～災害時において、災害により避難行動要支援者～同意を要しないこと
とする。

誤記 地域共生社会推進課

11 防災計画 Ⅰ共通 5 Ⅰ 5 16

第４節　避難行動要支援者の災害予防計画
　第１　避難行動要支援者の災害予防計画
　３．避難行動要支援者対策
　（３）　個別避難計画の作成

以下のとおり修正：
オ 個別避難計画が作成されていない者への配慮
市は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難
支援等～必要な配慮をするものとする。
↓
オ 個別避難計画が作成されていない者への配慮
市は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても医療ケ
ア等が必要なハイリスク者に対し、避難支援等～必要な配慮をするものとす
る。

表現の修正 地域共生社会推進課

12 防災計画 Ⅰ共通 5 Ⅰ 5 17

第４節　避難行動要支援者の災害予防計画
　第１　避難行動要支援者の災害予防計画
　３．避難行動要支援者対策
　（４）　その他

以下のとおり修正：
エ その他必要な事項
「災害時要支援者避難支援計画（全体計画）」～国の「避難行動要支援者の避
難支援に関する取指針」及び「防災と保健・福祉の連携促進モデル『滋賀モデ
ル』を参考とする。
↓
エ その他必要な事項
「災害時要支援者避難支援計画（全体計画）」～国の「避難行動要支援者の避
難支援に関する取組指針」及び「防災と保健・福祉の連携促進モデル『滋賀モ
デル』」を参考とする。

誤記 地域共生社会推進課

13 防災計画 Ⅰ共通 5 Ⅰ 5 17
第４節　避難行動要支援者の災害予防計画
　第２　社会福祉施設等における災害予防計画
　３．応急仮設住宅における避難行動要支援者への配慮

以下のとおり修正：
市は、県との連携及び県と協定を締結しているプレハブ建築協会、全国木造建
設事業協会、県建設業協会、公益社団法人県宅地建物取引業協会及び～施
設を設置する。
↓
市は、県との連携及び県と協定を締結しているプレハブ建築協会、全国木造建
設事業協会、一般社団法人滋賀県建設業協会、公益社団法人滋賀県宅地建
物取引業協及び～施設を設置する。

誤記 地域共生社会推進課
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14 防災計画 Ⅰ共通 6 Ⅰ 6 6

第２節　避難体制の充実
　第１　避難場所・避難所指定計画
　２．事業計画
　（３）　避難所の整備

以下のとおり修正：
市は、避難所に係る必要な安全性及び良好な居住性の確保、～必要な措置を
行う。
↓
市は、避難所に係る必要な安全性及び良好な居住環境の確保、～必要な措置
を行う。

誤表現 地域共生社会推進課

15 防災計画 Ⅰ共通 6 Ⅰ 6 6

第２節　避難体制の充実
　第１　避難場所・避難所指定計画
　２．事業計画
　（３）　避難所の整備
　エ　福祉避難所の整備

以下のとおり修正：
特別な配慮の～なお、福祉避難所については、ディサービスセンター等の福祉
施設等～場合に開設する。
↓
特別な配慮の～なお、福祉避難所については、デイサービスセンター等の福祉
施設等～場合に開設する。

誤記 地域共生社会推進課

16 防災計画 Ⅰ共通 6 Ⅰ 6 7

第２節　避難体制の充実
　第１　避難場所・避難所指定計画
　２．事業計画
　（３）　避難所の整備
　ク　避難所の運営管理体制の構築等
　（イ）　男女双方の視点等への配慮

以下のとおり修正：
さらに、指定避難所等～連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよ
う努めるものとする。
↓
さらに、指定避難所等～連携の下、被害者へ相談窓口情報の提供を行うよう
努めるものとする。

誤記 地域共生社会推進課

17 防災計画 Ⅰ共通 6 Ⅰ 6 11
第３節　救護体制整備計画
　第１　救急救助の充実

以下のとおり主担当課、担当課を変更
◎信楽中央病院、○医療政策室
↓
◎医療政策室、○信楽中央病院

主担当課の変更 信楽中央病院

18 防災計画 Ⅰ共通 6 Ⅰ 6 12
第３節　救護体制整備計画
　第２　医療救護の充実

以下のとおり主担当課、担当課を変更
◎信楽中央病院、○医療政策室
↓
◎医療政策室、○信楽中央病院

主担当課の変更 信楽中央病院

19 防災計画 Ⅰ共通 6 Ⅰ 6 14
第３節　救護体制整備計画
　第４　医薬品等の確保

担当課に「○医療政策室、○危機管理課」を追加 担当課の追記 信楽中央病院

20 防災計画 Ⅰ共通 6 Ⅰ 6 18 第４節　広域的な支援体制の強化

以下のとおり修正：
(8) 甲賀市宇治田原町災害相時互応援協定
↓
(8) 甲賀市宇治田原町災害時相互応援協定

誤記
土山地域市民センター地域振
興課

21 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 3

第１節　防災組織整備計画
　第１　組織計画
　３．消防団組織
　甲賀市消防団　組織図

以下のとおり修正
甲賀市消防団　組織図（令和５年４月１日現在）
土山方面隊　第４分団　６班　小型動力ポンプ　７台
甲賀方面隊　第１分団　１部、７班　小型動力ポンプ　７台
信楽方面隊　信楽分団　４部　小型動力ポンプ　４台
信楽方面隊　朝宮分団　２部　小型動力ポンプ　２台
↓
以下のとおり修正
甲賀市消防団　組織図（令和６年６月１日現在）
土山方面隊　第４分団　６班　小型動力ポンプ　５台
甲賀方面隊　第１分団　１部、７班　小型動力ポンプ　６台
信楽方面隊　信楽分団　４部　小型動力ポンプ　３台
信楽方面隊　朝宮分団　２部　小型動力ポンプ　１台

時点修正 危機管理課

22 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 9
第２　交通規制計画
　３．規制の区分

以下のとおり修正：
国土交通省（近畿地方整備局国道事務所）
↓
国土交通省（近畿地方整備局滋賀国道事務所）

誤記
土山地域市民センター地域振
興課

23 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 18
第７節　ライフライン施設応急対策計画
　第１　電力施設応急対策計画
　（２）　災害時における情報の収集、連絡

以下の通り修正：
被害情報等の報告～請負会社等～努める。
↓
被害情報等の報告～協力会社等～努める。

表現の変更
関西電力送配電株式会社　滋
賀本部

24 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 19
第７節　ライフライン施設応急対策計画
　第１　電力施設応急対策計画
　2．災害応急対策

以下の通り修正：
復旧用資機材～請負会社の車両、舟艇、ヘリコプター等により行う。
↓
復旧用資機材～協力会社の車両、舟艇、ヘリコプター等により行う。

表現の変更
関西電力送配電株式会社　滋
賀本部
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25 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 19
第７節　ライフライン施設応急対策計画
　第１　電力施設応急対策計画
　2．災害応急対策

以下のとおり修正：
広報については～インターネット、停電情報アプリ～
↓
広報については～ホームページ、停電情報アプリ～

表現の変更
関西電力送配電株式会社　滋
賀本部

26 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 19
第７節　ライフライン施設応急対策計画
　第１　電力施設応急対策計画
　2．災害応急対策

以下のとおり修正：
(7) 災害時における危険予防知措置
↓
(7) 災害時における危険予防措置

誤記
関西電力送配電株式会社　滋
賀本部

27 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 26
第８節　鉄道施設応急対策計画
　２．鉄道施設の応急対策
　（１）西日本旅客鉄道・近江鉄道

以下のとおり修正：
鉄道施設の災害応急対策は「III 編 第2 章 第2 節 鉄道施設応急対策計画」に
定める計画により被害を最小限にとどめる。
↓
鉄道施設の災害応急対策は「III 編 第2 章 第3 節 鉄道施設応急対策計画」に
定める計画により被害を最小限にとどめる。

誤記 公共交通推進課

28 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 32
第１１節　農林水産関係応急対策計画
　第２　農林業施設応急対策計画

以下のとおり担当を修正：
〇農村整備課」
↓
「◎農村整備課」

土地改良関係の連絡体制も重
要なため

農業振興課

29 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 38
第１２節　相互協力計画
　第１　相互応援協力計画
　活動項目別の事務分掌

災害情報の放送部分に「エフエム花」を追加 時点修正 危機管理課

30 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 44
第１４節　災害ボランティア対策計画
　２．計画の内容
　（１）災害ボランティアの支援に関する計画

以下のとおり修正：
イ 災害ボランティアセンターの設置と運営
↓
イ 甲賀市災害福祉ネットワークセンター（常設型甲賀市災害福祉ボランティア
センター）の設置と運営

誤記 地域共生社会推進課

31 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 44
第１４節　災害ボランティア対策計画
　２．計画の内容
　（１）災害ボランティアの支援に関する計画

以下のとおり修正：
ア 基本方針
大規模な～連携して災害福祉ネットワークセンター（常設型甲賀市災害福祉ボ
ランティアセンター）～その活動を支援する。
↓
大規模な～連携して甲賀市災害福祉ネットワークセンター（常設型甲賀市災害
福祉ボランティアセンター）～その活動を支援する。

誤記 地域共生社会推進課

32 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 44
第１４節　災害ボランティア対策計画
　２．計画の内容
　（２）実施体制

以下のとおり図中修正：
災害福祉ネットワークセンター
↓
甲賀市災害福祉ネットワークセンター（常設型甲賀市災害福祉ボランティアセン
ター）

誤記 地域共生社会推進課

33 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 44 ２．(2)実施体制図　内 別紙資料のとおり修正 協定書に基づき追記 地域共生社会推進課

34 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 45
第１４節　災害ボランティア対策計画
　２．計画の内容
　（５）災害ボランティアの調整に当たっての基本事項

以下のとおり修正：
カ 市災害ボランティアセンターは、災害ボランティアと自主防災組織等市民等
との連携や円滑な関係づくりに努めること。
↓
カ 災害ボランティアと自主防災組織等市民等との連携や円滑な関係づくりに努
めること。

表現の修正 地域共生社会推進課

35 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 45
第１４節　災害ボランティア対策計画
　２．計画の内容
　（５）災害ボランティアの調整に当たっての基本事項

以下のとおり修正：
キ 市は～「災害ボランティア活動ハンドブック」を基本資料とする。
↓
キ 市は～「災害ボランティア活動支援者のためのハンドブック」を基本資料とす
る。

誤記 地域共生社会推進課

36 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 49
第１５節　情報計画
　第１　被害状況調査計画
　４．被害の取りまとめ

以下のとおり修正：
・調査応急対策班：政策推進課長、地域振興課長
↓
・調査応急対策班：市民活動推進課長、地域振興課長

誤記 政策推進課

37 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 56
第３　気象予警報等伝達計画
　２．計画の内容
　カ　土砂災害警戒情報

以下のとおり修正：
土石流や泥流の発生が想定される林野火災、風倒木等
↓
土石流や泥流の発生が想定される地域の林野火災、風倒木等

彦根地方気象台
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新旧対照表２

38 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 56
第３　気象予警報等伝達計画
　２．計画の内容
　エ　早期注意情報（警報級の可能性）

以下のとおり修正：
大雨に関して、明日までの期間に[高]又は[中]が予想されている場合は、
↓
大雨に関して、[高]又は[中]が予想されている場合は、

内閣府「避難情報に関するガイ
ドラインR3.5」P.27による

彦根地方気象台

39 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 58
第３　気象予警報等伝達計画
　２．計画の内容
　（２）気象予警報等の伝達

以下のとおり伝達経路図を差し替え：

携帯電話事業者を通じた伝達
経路が廃止されているため

彦根地方気象台

40 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 59
第３　気象予警報等伝達計画
　（４）　異常現象発見時の措置

以下の通り修正：
( ｱ) 彦根地方気象台～大雨のおそれのある場合に限る）
↓
( ｱ) 彦根地方気象台～大雨の影響のある場合に限る）

表現の修正 彦根地方気象台

41 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 65
第４　災害広報公聴計画
　２．計画の内容
　（３）要配慮者への広報

以下のとおり修正：
要配慮者に対する情報提供について特に配慮するものとし、ケーブルテレビに
おいては聴覚障がい者のために手話通訳放送及びデータ放送等を実施すると
ともに適宜文字による情報の表示も行う。
↓
要配慮者に対する情報提供について特に配慮するものとし、障がいの特性に
応じた多様なコミュニケーション手段を利用し、広報及び支援を実施する。」

手話言語・コミュニケーション条
例第４条第３号の表現に合わ
せるため。

地域共生社会推進課

42 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 65
第４　災害広報公聴計画
　２．計画の内容

以下のとおり修正：
( ｷ) エリアメール(エヌ・ティ・ティ・ドコモ)、緊急速報メール（KDDI、ソフトバンク
等）の利用
↓
( ｷ) エリアメール(エヌ・ティ・ティ・ドコモ)、緊急速報メール（KDDI、ソフトバンク、
楽天モバイル等）の利用

時点修正 危機管理課

43 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 65
第４　災害広報公聴計画
　２．計画の内容

以下のとおり修正：
イ 電力事業者
広報車及び報道機関等により被害箇所の復旧見通しや感電傷害防止につい
て市民等へ周知する。

イ 電力事業者
報道機関やホームページ等により被害箇所の復旧見通しや感電傷害防止につ
いて市民等へ周知する。

表現の修正
関西電力送配電株式会社　滋
賀本部

44 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 68 第１６節　交通輸送計画

以下のとおり修正：
（社）滋賀県トラック協会
↓
（一社）滋賀県トラック協会

誤記 危機管理課

45 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 71 第２　避難及び避難誘導

以下のとおり修正：
(5) 高齢者～隣近所、隣保、自主防災組織、消防団等の協力を得て避難するこ
と。
↓
(5) 高齢者～隣近所、自主防災組織、消防団等の協力を得て避難すること。

隣近所と同義により削除 甲賀広域行政組合消防本部

46 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 71 第２　避難及び避難誘導

以下のとおり修正：
(7) 浸水により流れ～状況下では屋外での移動は極力避けること。
↓
(7) 浸水により流れ～状況下では屋外への移動は極力避けること。

誤記 甲賀広域行政組合消防本部

47 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 72 第２　避難及び避難誘導

以下のとおり修正：
(12) 避難誘導する者は～（貴重品、必要な食料、衣料、日用品等）とするよう適
宜指導すること。
↓
(12) 避難誘導する者は～（貴重品、必要な食料、衣料、日用品等の非常持ち
出し袋）とするよう適宜指導すること。

表現の修正 甲賀広域行政組合消防本部
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新旧対照表２

48 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 72 第２　避難及び避難誘導

以下のとおり修正：
(13) 避難のための立退きを行うことによりかえって人の生命又は～
↓
(13) 避難を行うことにより人の生命又～

表現の修正 甲賀広域行政組合消防本部

49 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 72 第２　避難及び避難誘導

以下のとおり修正：
(14) 市長は、避難のための立退きの指示、～
↓
(14) 市長は、避難の指示、～

表現の修正 甲賀広域行政組合消防本部

50 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 78
第６　避難行動要支援者対策計画
　３．避難誘導
　（１）　在宅の避難行動要支援者

以下のとおり修正：
ウ 市本部は、介護等を要する被災者の心身等の状況等をとりまとめ、県本部
に報告する。
↓
ウ 市本部は、介護等を要する要支援者の心身等の状況等をとりまとめ、県本
部に報告する。

誤記 地域共生社会推進課

51 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 79
第６　避難行動要支援者対策計画
　３．避難誘導
　（１）在宅の避難行動要支援者

以下のとおり修正：
ウ 市本部は～地方本部、近隣市長～移送等を行う。
↓
ウ 市本部は～地方本部、近隣市町～移送等を行う。

誤記 地域共生社会推進課

52 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 79
第６　避難行動要支援者対策計画
　３．避難誘導
　（１）在宅の避難行動要支援者

以下のとおり修正：
ウ 市本部は～、民生生委員・児童委員等関係機関と協力し、移送等を行う。
↓
ウ 市本部は～等関係機関と協力し、移送等を行う。

広域避難に民生委員等の協力
していただくのは負担大と考え
られるため

地域共生社会推進課

53 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 79
第６　避難行動要支援者対策計画
　５．その他
　（３）精神的ダメージへの支援

以下のとおり修正：
救護班は～これまで精神的に異常がないとみられていた人～支援活動を行
う。
↓
救護班は～これまで精神的落ち着いている人～支援活動を行う。

表現の修正 地域共生社会推進課

54 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 86 第１９節　災害救助保護計画 担当課に「○学校教育課」を追加

 災害救助法による救助の実施
についての中に、教科書以外
の教材（ワークブック等）の記載
があり、担当は学校教育課のた
め

教育総務課

55 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 96
第６　生活必需品など供給計画
　２．計画の内容
　（２）被災世帯への対応

以下のとおり修正：
( ｳ) 肌着：シャツ、パンツ、ズボン下、襦袢等
( ｵ) 炊事道具：なべ、かま、包丁、バケツ、ガス器具等
( ｸ) 光熱材料：マッチ、ローソク、プロパンガス及び器具等
( ｹ) 衛生用品：紙おむつ、生理用品等
↓
( ｳ) 肌着：シャツ、パンツ、ズボン下等
( ｵ) 炊事道具：なべ、釜、包丁、バケツ、ガス器具等
( ｸ) 光熱材料：マッチ、ライター、ローソク、プロパンガス及び器具等
( ｹ) 衛生用品：紙おむつ、生理用品、携帯トイレ等

表現の修正 地域共生社会推進課

56 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 111
第１２　文化財災害応急対策計画
　２．計画の内容

以下のとおり修正：
・被害の著しい場合は、管理者及び県教育委員会と協議しながら移設可能な
文化財を一時的に安全な場所に保管する。
↓
・被害の著しい場合は、管理者及び県と協議しながら移設可能な文化財を一時
的に安全な場所に保管する。

滋賀県で対応する文化財保護
課が知事部局となったため

歴史文化財課

57 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 115
第２０節　防疫及び保健衛生計画
　第１　防疫計画
　２．防疫の実施

以下のとおり図中修正：
健康福祉部救護班
↓
災害防疫対策部（健康福祉部救護班）

表現の修正 すこやか支援課
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新旧対照表２

58 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 51 震度情報系統図

第１５節　情報計画
　第１　被害状況調査計画
　８．震度情報ネットワークシステムによる震度情報の収集

以下の通り系統図を差し替え：

県震度計更新のため 彦根地方気象台

59 防災計画 Ⅰ共通 7 Ⅰ 7 62 表中

第３　気象予警報等伝達計画
　２．計画の内容
　「南海トラフ地震臨時情報」に付記するキーワードと各キーワー
ドを付記する条件　図中

以下のとおり修正：
○１カ所以上のひずみ計での有意な変化と共に、他の複数の観測点でもそれ
に関係すると思われる変化が観測され、想定震源域内のプレート境界で通常と
異なるゆっくりすべりが発生
している可能性がある場合など、ひずみ計で南海トラフ地震
との関連
性の検討が必要と認められる変化を観測
↓
○１カ所以上のひずみ計での有意な変化と共に、他の複数の観測点でもそれ
に関係すると思われる変化が観測され、想定震源域内のプレート境界で通常と
異なるゆっくりすべりが発生
している可能性がある場合など、ひずみ計で南海トラフ地震
との関連性の検討が必要と認められる変化を観測

不要な改行の削除 彦根地方気象台

60 防災計画 Ⅱ風水害・土砂災害 1 Ⅱ 1 1
第1章　災害予測（風水害・土砂災害編）
　第1節　概況
　第3　雨量

以下のとおり修正：
日最大時間雨量は、土山の60mm（2023/9/11）
↓
日最大時間雨量は、信楽の61mm（2019/7/23）

気象庁HPによる 彦根地方気象台

61 防災計画 Ⅱ風水害・土砂災害 1 Ⅱ 1 6
第５節　台風・大雨災害
　第２　大雨災害
　２．過去の主な災害例

以下の通り修正：
その大半は15日朝方の数時間の間に
↓
その大半は15日未明に

上野の降水量は明け方から朝
が強くなっていますが、「多羅尾
村昭和大水害誌」 （平成元年3
月発行）では、15日0時頃から3
時頃までが最も強くとされてい
るため

彦根地方気象台

62 防災計画 Ⅱ風水害・土砂災害 1 Ⅱ 1 6
第５節　台風・大雨災害
　第２　大雨災害
　１．発生の条件

以下の通り修正：
夜半から明方にかけて降る頻度が多くなっている。
↓
未明から明け方にかけて降る頻度が多くなっている。

予報用語では、夜半は使用を
控える用語となっているため

彦根地方気象台

63 防災計画 Ⅱ風水害・土砂災害 1 Ⅱ 1 6
第５節　台風・大雨災害
　第１　台風災害

以下の通り修正：
台風数は年平均
↓
台風数は年平年値で

彦根地方気象台

64 防災計画 Ⅱ風水害・土砂災害 2 Ⅱ 2 4
第２節　土砂災害に強いまちづくり
　第２　砂防対策
　（３）　土石流危険渓流の警戒

以下のとおり修正：
ア 立木の裂ける音が聞こえる場合や、巨礫の流れが聞こえる場合～
↓
以下は土石流危険渓流の前兆として代表的なものである
ア 立木の裂ける音が聞こえる場合や、巨礫の流れが聞こえる場合～

表現の補足説明 地域共生社会推進課

65 防災計画 Ⅱ風水害・土砂災害 2 Ⅱ 2 7
第６　造林対策
　１．計画方針

以下のとおり修正：
森林の持つ～保全と、木材資源の保護、培養のため、造林事業を推進する。
↓
森林の持つ～保全と、森林資源の循環利用のため、造林事業を推進する。

表現の修正 林業振興課
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新旧対照表２

66 防災計画 Ⅱ風水害・土砂災害 4 Ⅱ 4 1

第１節　気象等の観測
　第２水位の観測
　３．水防団体域水位、氾濫注意水位、避難判断水位、氾濫危険
水位の基準
　氾濫注意水位

以下のとおり修正：
この基準には、～最も適切な水位を決定する。
↓
水防団が出動のために待機する水位

氾濫注意水位などの設定につ
いて、具体的な数値を用いた方
法は国土交通省からは示され
ていないため

彦根地方気象台

67 防災計画 Ⅱ風水害・土砂災害 4 Ⅱ 4 2

第１節　気象等の観測
　第２水位の観測
　３．水防団体域水位、氾濫注意水位、避難判断水位、氾濫危険
水位の基準
　氾濫注意水位

氾濫注意水位の説明について「1)、2）、3）、※」を削除 彦根地方気象台

68 防災計画 Ⅲ特殊災害 2 Ⅲ 2 6
第６　火災防ぎょ活動の実施
　３．火災防ぎょ
　４．消防水利の確保

以下のとおり修正：
水道給水～自然の水利等を活用し、消火に当たる。
↓
水道給水～自然水利等を活用し、消火に当たる。

表現の修正 甲賀広域行政組合消防本部

69 防災計画 Ⅳ復旧・復興 1 Ⅳ 1 1 第１節　復旧・復興計画の策定 担当課に「○市民活動推進課」を追加
「考慮すべき事項」として記載さ
れている内容は市民活動推進
課の所管であるため

政策推進課

70 防災計画 Ⅳ復旧・復興 1 Ⅳ 1 3
第２　復旧事業の方針
　（２）　小災害の措置について

以下のとおり修正：
上記以外の～市単事業として災害復旧を速やかに実施する。
↓
上記以外の～市単独事業として災害復旧を速やかに実施する。

誤記 地域共生社会推進課

71 防災計画 Ⅳ復旧・復興 1 Ⅳ 1 13
第２　災害弔弔慰金等及び災害援護資金給貸与計画
　２．給貸与の容量
　（１）生活福祉資金制度による貸付（福祉費（災害援護資金））

以下のとおり修正：
低所得者～資金で、（1）の災害援護資金～貸付対象とならない。
↓
低所得者～資金で、災害援護資金～貸付対象とならない。

誤記 地域共生社会推進課

72 防災計画 Ⅳ復旧・復興 1 Ⅳ 1 13
第２　災害弔弔慰金等及び災害援護資金給貸与計画
　２．給貸与の容量
　（１）生活福祉資金制度による貸付（福祉費（災害援護資金））

以下のとおり修正：
市社会福祉協会及び県社会福祉協議会
↓
市社会福祉協議会及び県社会福祉協議会

誤記 地域共生社会推進課

73 防災計画 Ⅳ復旧・復興 1 Ⅳ 1 13
第２　災害弔弔慰金等及び災害援護資金給貸与計画
　２．給貸与の容量
　（２）災害弔慰金の支給等に関する法律に基づくもの

以下のとおり修正：
a 死亡した者が世帯主である場合　　500 万円以内
↓
a 死亡した者が世帯主である場合 500 万円以内

誤記 地域共生社会推進課

74 防災計画 Ⅳ復旧・復興 1 Ⅳ 1 13
第２　災害弔弔慰金等及び災害援護資金給貸与計画
　２．給貸与の容量
　（２）災害弔慰金の支給等に関する法律に基づくもの

以下のとおり修正：
c 貸付対象者とするについては、所得制限がある。
↓
c 貸付にあたっては、所得制限がある。

表現の修正 地域共生社会推進課

75 防災計画 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項 震度を全角標記、マグニチュードを半角表記として統一 記載方法の修正 彦根地方気象台

76 防災計画 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項

以下のとおり修正
西日本旅客鉄道株式会社（京滋支社）
↓
西日本旅客鉄道株式会社

表現の修正 公共交通推進課

77 防災計画 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項

以下のとおり修正：
里山防災整備事業
↓
里山整備

事業名変更 林業振興課

78 防災計画 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項 共通事項

以下のとおり修正：
特別警報及び暴風を含む警報が発令
↓
特別警報及び暴風を含む警報が発表

「特別警報、警報、注意報およ
び気象情報の公表には「発表」
を用いるため

彦根地方気象台

79 防災計画 資料編 1 1 2 災害時有線電話一覧

以下のとおり修正：
甲賀拠点市施設
↓
甲賀拠点施設

誤記
土山地域市民センター地域振
興課

80 防災計画 資料編 1 1 2 新設 「1.3災害時特設公衆電話」の項目を追加し、防災会議議題内容一覧を追加 新設 危機管理課

81 防災計画 資料編 1 1 3 応急仮設住宅設置予定地

以下のとおり修正：
甲南グラウンド　甲賀市甲南町葛木977
↓
甲南グラウンド　甲賀市甲南町葛木996

誤記 危機管理課
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新旧対照表２

82 防災計画 資料編 1 1 7 臨時ヘリポート一覧

以下のとおり修正：
甲南グラウンド　甲賀市甲南町葛木977
↓
甲南グラウンド　甲賀市甲南町葛木996

誤記 危機管理課

83 防災計画 資料編 1 1 21 消防団簡易無線の現状

以下のとおり修正：
簡易無線台数（デジタル無線）　消防団全団　241台
↓
簡易無線台数（デジタル無線）　消防団全団　261台

時点修正 危機管理課

84 防災計画 資料編 1 1 23
消防本部体制
甲賀広域行政組合消防本部職員数

以下のとおり修正：
消防本部　40人→41人
水口消防署　49人→51人
　内　水口消防署土山分署　7人→6人
甲南消防署　30人→34人
　内　甲南消防署甲賀分署　5人→4人
信楽消防署　22人→24人
湖南中央消防署　49人→50人
　内　湖南中央消防署湖南石部分署　7人→7人

令和6年10月1日付　時点修正 甲賀広域行政組合消防本部

85 防災計画 資料編 1 1 23 消防団員数 最新の一覧表に差し替え 危機管理課

86 防災計画 資料編 1 1 23 消防車両数 最新の一覧表に差し替え 危機管理課

87 防災計画 資料編 1 1 24 常備消防の消防資機材一覧

以下のとおり修正：
基準日　令和4年4月1日
↓
基準日　令和6年10月1日

時点修正 甲賀広域行政組合消防本部

88 防災計画 資料編 1 1 24 常備消防の消防資機材一覧

消防本部　積載車　0→１
消防本部　その他自動車　2→3
消防本部　合計　7→9
甲南消防署　積載車　1→0
甲南消防署　合計　6→5
合計　38→39

配置転換及び新規整備車両に
よる

甲賀広域行政組合消防本部

89 防災計画 資料編 1 1 24 常備消防の消防資機材一覧 種別行　資機材搬送車　→　行を削除 救助工作車に更新のため 甲賀広域行政組合消防本部

90 防災計画 資料編 2 2 2 組織率

以下のとおり修正：
基準日：令和5年4月1日現在
↓
基準日：令和6年4月1日現在

水口地域　90区中61　　68.5％
↓
水口地域　89区中60　　67.4％

全体　203区中167　　　82.3％
↓
全体　202区中166　　　82.24％

時点修正 危機管理課

91 防災計画 資料編 3 3 71
土砂災害（特別）警戒区域内にある災害時要配慮者利用施設
○急傾斜地の崩壊

「JAゆうハート　リハステージほそはら」を削除 時点修正 危機管理課

92 防災計画 資料編 3 3 73
土砂災害（特別）警戒区域内にある災害時要配慮者利用施設
○土石流

「ルナハイツ」を追加 誤記 危機管理課

93 防災計画 資料編 3 3 73
土砂災害（特別）警戒区域内にある災害時要配慮者利用施設
○土石流

「老人福祉センター碧水荘」を削除 施設廃止による 危機管理課

94 防災計画 資料編 3 3 88
浸水想定区域等内にある災害時要配慮者利用施設
○地先の安全度マップ

「介護老人保健施設ケアセンターささゆり」及び「ケアセンターささゆり通所リハ
ビリテーション」を削除

施設廃止による 危機管理課

95 防災計画 資料編 3 3 88
浸水想定区域等内にある災害時要配慮者利用施設
○地先の安全度マップ

「サニーズホーム」を削除 地区対象外 危機管理課

96 防災計画 資料編 3 3 88
浸水想定区域等内にある災害時要配慮者利用施設
○地先の安全度マップ
フォレスト

以下のとおり修正：
所在地　信楽町牧780番地1
↓
所在地　信楽町長野429－18

時点修正 危機管理課
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新旧対照表２

97 防災計画 資料編 3 3 89
浸水想定区域等内にある災害時要配慮者利用施設
○地先の安全度マップ

以下のとおり修正：
適応指導教室
↓
教育支援センター

名称変更による 危機管理課

98 防災計画 資料編 3 3 89
浸水想定区域等内にある災害時要配慮者利用施設
○地先の安全度マップ

「サンライズキッズ保育園　水口園」を削除 地区対象外 危機管理課

99 防災計画 資料編 3 3 90
浸水想定区域等内にある災害時要配慮者利用施設
○地先の安全度マップ

「自立支援ホーム楓生」を追加 誤記 危機管理課

100 防災計画 資料編 3 3 91 災害時要配慮者利用施設の範囲

以下のとおり修正：
3　介護保険施設
介護保険法（平成9 年法律第123 号）第8 条第24 項に規定する施設
↓
介護保険法（平成9 年法律第123 号）第8 条第25 項に規定する施設

12　障害児通所支援事業所
児童福祉法第6 条の2 第4 項に規定する放課後等デイサービス
↓
児童福祉法第6 条の2 第3項に規定する放課後等デイサービス

12　障害児通所支援事業所
児童福祉法第6 条の2 第3 項に規定する医療型児童発達支援
↓
削除

時点修正 地域共生社会推進課

101 防災計画 資料編 3 3 91 災害時要配慮者利用施設の範囲

以下のとおり修正：
8　精神障害者退院支援施設
厚生労働大臣が定める施設基準
↓
厚生労働大臣が定める施設基準並びにこども家庭庁長官及び厚生労働大臣
が定める施設基準

誤記 地域共生社会推進課

102 防災計画 資料編 4 4 1 危険物製造所等設置状況

以下のとおり修正：
令和5年3月31日現在　→　令和6年3月31日現在
完成検査済証交付施設数合計　712→718
完成検査済証交付施設数事業所数　235→232
屋内貯蔵所　164→168
屋外タンク　134→143
地下タンク貯蔵所　122→121
移動タンク　52→47
屋外貯蔵所　15→14
小計　507→513

時点修正 甲賀広域行政組合消防本部

103 防災計画 資料編 4 4 3 市内文化財一覧表 最新の一覧表に差し替え 時点修正 歴史文化財課

104 防災計画 資料編 6 6 59 関係機関連絡表

以下のとおり修正：
甲賀市建設部　FAX番号　69-2209
↓
甲賀市建設部　FAX番号　63-4601

誤記 危機管理課

105 防災計画 資料編 6 6 59
関係機関連絡表
甲賀市土山地域市民センター

以下のとおり修正：
FAX番号　66-2010
↓
FAX番号　66-1564

誤記 危機管理課

106 防災計画 資料編 6 6 60 関係機関連絡表

以下のとおり修正：
自衛隊今津駐屯地
↓
陸上自衛隊今津駐屯地

詳細化 危機管理課

107 防災計画 資料編 6 6 60 関係機関連絡表

以下のとおり修正：
土山交番
↓
土山警察官駐在所

誤記
土山地域市民センター地域振
興課
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新旧対照表２

108 防災計画 資料編 6 6 61 関係機関連絡表

以下のとおり修正：
関西電力送配電(株)滋賀支社
↓
関西電力送配電(株)滋賀本部

組織改編による
関西電力送配電株式会社　滋
賀本部

109 防災計画 資料編 6 6 61 関係機関連絡表

以下のとおり修正：
関西電力(株)滋賀支社
電話番号　0800-777-3081(コンタクトセンター)
↓
関西電力(株)滋賀支社
電話番号　0800-777-3081(コンタクトセンター)
電話番号　0800-777-8810（コンタクトセンター）

連絡先追加による
関西電力送配電株式会社　滋
賀本部

110 防災計画 資料編 6 6 64 テレビ・ラジオ報道関係連絡表 「エフエム花」を追記 時点修正 地域共生社会推進課

111 防災計画 資料編 7 7 19 民間との相互応援協定

以下のとおり修正
民間との相互応援協定
↓
民間との応援協定

誤記 政策推進課

112 防災計画 資料編 7 7 20
民間との相互応援協定
災害時の福祉避難所として施設を使用することに関する協定

以下のとおり修正：
社会福祉法人さわらび会
↓
社会福祉法人さわらび福祉会

誤記 地域共生社会推進課

113 防災計画 資料編 7 7 61 甲賀市・日本下水道事業団災害支援協定 最新協定書に差し替え
令和6年10月1日　再協定締結
による

下水道課

114 防災計画 資料編 10 10 1 早期開設の避難場所　一覧表

以下のとおり修正：
まちづくり活動センターまるーむ
↓
みなくるプラザ（水口西部コミュニティセンター）

柏木小学校（体育館）
↓
柏木コミュニティセンター

各施設の開設に合わせて早期
開設の避難場所を変戸数るた
め

危機管理課

115 防災計画 資料編 10 10 5 指定避難所一覧

以下のとおり修正：
水口中学校　想定収容可能人数　屋内580
↓
水口中学校（格技場含）　想定収容可能人数　屋内755

時点修正 教育総務課

116 防災計画 資料編 10 10 5 指定避難所一覧

以下のとおり修正：
水口保健センター　管理担当連絡先　65-0703
↓
水口保健センター　管理担当連絡先　62-5336

時点修正 危機管理課

117 防災計画 資料編 10 10 6
指定避難所一覧
欄外

「※令和7 年度供用開始に向け工事中（その間は柏木小学校体育館を代替施
設とする。」の文言を削除

時点修正 危機管理課

118 防災計画 資料編 10 10 9 指定避難所（甲南地域）
以下の施設を追記：
三桜工業株式会社　甲南第二学区　第２次開設

危機管理課

119 防災計画 資料編 10 10 12 指定福祉避難所
以下の施設を追記：
社会福祉法人　洗心福祉会　甲賀シルバーケア豊壽園

危機管理課

120 防災計画 資料編 10 10 28 自主避難場所一覧（甲南地域） 稗谷区に自主避難場所「希望ケ丘コミュニティセンター」を追加 稗谷区からの申し出による 危機管理課

121 防災計画 資料編 10 10 32 自主避難場所一覧（信楽地域）

以下のとおり修正：
黄瀬　黄瀬交流館「さらら」
↓
黄瀬　東山避難所

黄瀬区からの申し出による 危機管理課

122 防災計画 資料編 10 10 33
自主避難場所一覧（信楽地域）
柞原　農林漁家婦人活動促進施設柞原会館

以下のとおり修正：
洪水内水氾濫　１００未満
↓
○

崖崩れ土石流地すべり　危険箇所
↓
○

時点修正 滋賀県　流域政策局
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新旧対照表２

123 防災計画 資料編 11 備品倉庫台帳 小原小学校防災倉庫を削除
防災倉庫老朽化により小原小
学校体育館に統合したため

危機管理課

124 防災計画 資料編 11 備蓄倉庫台帳 令和6年度購入・廃棄の反映 時点修正 危機管理課

125 防災計画 原子力 1 12
第2節　計画の基礎とするべき災害の想定
　第4　原子力災害対策指針

以下のとおり修正：
緊急時防護措置を準備する区域
↓
緊急防護措置を準備する区域

確率的影響を最小限に抑えるため、EAL、OILに基づき、緊急時防護措置を準
備する区域である。「原子力施設から概ね30km」を目安とする。
↓
確率的影響を最小限に抑えるため、EAL、OILに基づき、緊急防護措置を準備
する区域である。「原子力施設から概ね30km」を目安とする。

滋賀県地域防災計画の修正に
よる

危機管理課

126 防災計画 原子力 1 18
第4節　防災関係機関の事務又は事務の大綱
　5．指定地方行政機関

以下のとおり修正：
１１近畿地方整備局
　（滋賀国道事務所）
　（琵琶湖河川事務所）
↓
１１近畿地方整備局
　（滋賀国道事務所）
　（琵琶湖河川事務所）
　（大戸川ダム工事事務所）

機関記載不足 滋賀県防災危機管理局

127 防災計画 原子力 1 20
第4節　防災関係機関の事務又は事務の大綱
　8．指定地方公共機関

以下のとおり修正
一般社団法人滋賀県LPｶﾞｽ協会
↓
一般社団法人滋賀県ＬＰガス協会

全半角の修正 危機管理課

128 防災計画 原子力 1 27
第3 節 災害応急体制の整備
　第6 避難体制の整備

以下のとおり修正：
（3）避難行動要支援者の円滑で実効的な避難誘導･移送体制等の確保体制を
整備する。
↓
（3）　避難行動要支援者の円滑で実効的な避難誘導･移送体制等の確保体制
を整備する。

体裁の修正 甲賀広域行政組合消防本部

129 防災計画 原子力 1 33
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　2．警戒事態

以下のとおり修正：
　警戒事態は～（放射性物質もしくは放射線の異常な放出又はそのおそれが
ある場合に実施する環境放射線モニタリングをいう。以下同じ。） ～。
↓
　警戒事態は～（放射性物質若しくは放射線の異常な放出又はそのおそれが
ある場合に実施する環境放射線モニタリングをいう。以下同じ。） ～。

滋賀県地域防災計画の修正に
よる

危機管理課

130 防災計画 原子力 1 33
第2節　情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第1　情報の収集における基本的な考え方
　1．情報収集事態

文章中の不要な改行を削除 体裁の修正 危機管理課

131 防災計画 原子力 1 34
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第2 具体的な基準
　<緊急事態区分及びその判断基準となるEAL の概要>

以下のとおり修正：
緊急事態区分　主なEAL
↓
緊急事態区分　主なEAL（美浜3号、大飯3号、大飯4号、高浜１～4号）

対象原子炉等の明確化のため 滋賀県防災危機管理局

132 防災計画 原子力 1 34
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第2 具体的な基準
　<緊急事態区分及びその判断基準となるEAL の概要>

以下のとおり修正：
警戒事態
・原子力事業所所在市町沿岸において大津波情報発表
↓
警戒事態
・原子力事業所所在市町沿岸において大津波警報報発

誤記 滋賀県防災危機管理局

133 防災計画 原子力 1 35
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第3　施設敷地緊急事態等発生情報の連絡
　1．情報収集自体が発生した場合

以下のとおり修正：
（ １ ） 原子力規制委員会は、情報収集事態を認知した場合～。
↓
（ １ ） 原子力規制委員会は・内閣府合同情報連絡室は情報収集自体を認知し
た場合～。

防災基本計画の修正による 滋賀県防災危機管理局
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新旧対照表２

134 防災計画 原子力 1 35
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第3　施設敷地緊急事態等発生情報の連絡
　1．情報収集自体が発生した場合

以下のとおり修正：
（ ２ ） 県は、原子力規制委員会から連絡～。
↓
（ ２ ） 県は、原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室から連絡～。

防災基本計画の修正による 滋賀県防災危機管理局

135 防災計画 原子力 1 35
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第3　施設敷地緊急事態等発生情報の連絡
　2．警戒事態が発生した場合

以下のとおり修正
（１） 原子力事業所の原子力防災管理者は、警戒事態に該当する事象が発生
した場合、原子力規制委員会へ連絡するとともに～。
↓
（１） 原子力事業所の原子力防災管理者は、警戒事態に該当する事象が発生
した場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部へ連絡すると
ともに～。

防災基本計画の修正による 滋賀県防災危機管理局

136 防災計画 原子力 1 35
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第3　施設敷地緊急事態等発生情報の連絡
　2．警戒事態が発生した場合

以下のとおり修正：
（ ２ ） 原子力規制委員会は、警戒事態に～。
↓
（ ２ ） 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部は、緊急事態に
～。

防災基本計画の修正による 滋賀県防災危機管理局

137 防災計画 原子力 1 35
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第3　施設敷地緊急事態等発生情報の連絡
　2．警戒事態が発生した場合

以下のとおり修正：
（１） 原子力事業所の原子力防災管理者は～県をはじめ官邸（ 内閣官房）、関
係地方公共団体その他関係機関等へ連絡することとされている。
↓
（１） 原子力事業所の原子力防災管理者は～県をはじめ関係地方公共団体そ
の他関係機関等へ連絡することとされている。

滋賀県地域防災計画の修正に
よる

危機管理課

138 防災計画 原子力 1 36
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第3　施設敷地緊急事態等発生情報の連絡
　2．施設敷地緊急事態発生等の通報

以下のとおり修正
2．施設敷地緊急事態発生等の通報
↓
3．施設敷地緊急事態発生等の通報

誤記 滋賀県防災危機管理局

139 防災計画 原子力 1 36
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第3　施設敷地緊急事態等発生情報の連絡
　2．警戒事態が発生した場合

以下のとおり修正：
（ ３ ） 県は、原子力規制委員会から連絡があった場合など、～行う。
↓
（ ３ ） 県は、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部から連絡が
あった場合など、～行う。

防災基本計画の修正による 滋賀県防災危機管理局

140 防災計画 原子力 1 36
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第3　施設敷地緊急事態等発生情報の連絡
　2．施設敷地緊急事態発生等の通報

以下のとおり修正：
（１） 原子力事業所の原子力防災管理者は～、原子力規制委員会、内閣府、
～されている。
↓
（１） 原子力事業所の原子力防災管理者は～、原子力規制委員会・内閣府原
子力事故合同対策本部、内閣府、～されている。

防災基本計画の修正による 滋賀県防災危機管理局

141 防災計画 原子力 1 36
第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第3　施設敷地緊急事態等発生情報の連絡
　2．施設敷地緊急事態発生等の通報

以下のとおり修正：
（ ２ ） 原子力規制委員会は、～とされている。
↓
（ ２ ） 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部は、～とされてい
る。

防災基本計画の修正による 滋賀県防災危機管理局

142 防災計画 原子力 1 37

第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第4　応急対策活動情報の連絡等
　2．施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報、被害情報
等の連絡

以下のとおり修正：
(1)原子力事業者からの報告
原子力事業者は、県をはじめ官邸（ 内閣官房）、原子力規制委員会、内閣府、
～連絡することとされている。
↓
(1)原子力事業者からの報告
原子力事業者は、県をはじめ官邸（ 内閣官房）、原子力規制委員会・内閣府原
子力事故合同対策本部、内閣府、～連絡することとされている。

防災基本計画の修正による 滋賀県防災危機管理局

143 防災計画 原子力 1 38

第2 節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保
　第4　応急対策活動情報の連絡等
　2．施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報、被害情報
等の連絡
　連絡系統図

以下のとおり修正：
関係市
　↓
関係周辺市

滋賀県地域防災計画による 滋賀県防災危機管理局

13



新旧対照表２

144 防災計画 原子力 1 42
第3節　災害応急対策体制の確立
　第1　動員体制
　1．動員基準

表中の段落体裁を修正 体裁の修正 甲賀広域行政組合消防本部

145 防災計画 原子力 1 42
第3節　災害応急対策体制の確立
　第1　動員体制
　1．動員基準

以下のとおり番号を修正：
警戒事態（１）（２）（３）（１）
↓
警戒事態（１）（２）（３）（４）

誤記 甲賀広域行政組合消防本部

146 防災計画 原子力 1 43

第3節　災害応急対策体制の確立
　第1　動員体制
　2．市災害警戒本部及び災害対策本部体制
　（2）　設置場所

赤字箇所を黒字に修正 体裁の修正 危機管理課

147 防災計画 原子力 1 57
第8節　他自治体への支援（避難者受入計画）
　第1　広域避難にともなう市外からの避難者の受入れ
　1．市及び長浜市との連絡体制

以下のとおり修正：
一般回線（代表）　滋賀県　077-528-6037
↓
一般回線（代表）　滋賀県　077-528-3436

時点修正 危機管理課

148 防災計画 原子力 1 58
第8節　他自治体への支援（避難者受入計画）
　第1　広域避難にともなう市外からの避難者の受入れ
　2．受入拠点（拠点避難所）

最新の受入拠点の表に差し替え 時点修正 滋賀県防災危機管理局

149 防災計画 原子力 1 59
第8節　他自治体への支援（避難者受入計画）
　第1　広域避難にともなう市外からの避難者の受入れ
　3．拠点避難所の指定

以下のとおり修正：
滋賀県立信楽陶芸の森
↓
滋賀県立陶芸の森

誤記 危機管理課

150 防災計画 原子力 1 59
第8節　他自治体への支援（避難者受入計画）
　第1　広域避難にともなう市外からの避難者の受入れ
　3．拠点避難所の指定

碧水荘デイサービスセンターを削除
福祉避難所の指定ではなくなっ
たため

危機管理課

151 防災計画 原子力 1 63
第8節　他自治体への支援（避難者受入計画）
　第1　広域避難にともなう市外からの避難者の受入れ
　9．原子力災害にかかる長浜市広域避難受け入れ避難所

以下のとおり修正：
信楽伝統産業会館
可住面積　215.0　収容人数　59
↓
可住面積　704　収容人数　352

誤記、資料編と統一 地域共生社会推進課

152 防災計画 原子力 2 67

第2部　放射性物質事故災害対策計画
　第1章　総則
　第2節　災害の想定
　第1　市内の放射性物質取扱事業者

以下のとおり修正：
放射性同位元素等規制防止法の対象事業所
↓
放射性同位元素等規制法の対象事業所

誤記 甲賀広域行政組合消防本部

153 防災計画 原子力 2 67

第2部　放射性物質事故災害対策計画
　第1章　総則
　第2節　災害の想定
　第1　市内の放射性物質取扱事業者

以下のとおり修正：
市内には、6箇所に放射性同位元素等規制法の対象事業所が存在する。
↓
市内には、7箇所に放射性同位元素等規制法の対象事業所が存在する。

誤記 甲賀広域行政組合消防本部

154 防災計画 原子力 2 67

第2部　放射性物質事故災害対策計画
　第1章　総則
　第2節　災害の想定
　第1　市内の放射性物質取扱事業者

対象事業所すべての所在地を削除

原子力規制委員会による放射
性同位元素等規制法の対象事
業所一覧の記載方法に合わせ
る形で改めるもの。

甲賀広域行政組合消防本部

155 防災計画 原子力 2 67

第2部　放射性物質事故災害対策計画
　第1章　総則
　第2節　災害の想定
　第1　市内の放射性物質取扱事業者

以下のとおり修正：
平成28年3月31日現在　→　令和6年3月31日現在
積水化学工業株式会社　滋賀水口工場　→　削除
株式会社大森商会　→　追加
信楽生コン株式会社　→　追加

時点修正 甲賀広域行政組合消防本部

156 防災計画 原子力 2 79
第5節　地中等から放射性物質が発見された場合の対応
　【連絡先】

以下のとおり修正：
原子力規制庁
原子力災害対策・原子力防災課 事故対処室
電話番号：03-5114-2197
ファクシミリ番号：03-5114-2197
↓
原子力規制庁
長官官房総務課　事故対処室
電話番号：03-5114-2112
ファクシミリ番号：03-5114-2183

時点修正 危機管理課
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